
成　果（効果･予測）

食生活改善により、市民の生活習慣病等を予防します。 名称 大和市食生活改善推進協議会の活動（市委託事業分） 単位 人
その結果、健康寿命を延伸し、長期的には社会保障費の 活

内容説明 食育推進活動実施人数抑制につながります。 動

指 5年度 6年度 (当該年度) 7年度

標 予　定 1,000 1,000 1,000指標値
2

実　績 1,650 1,820 －－－

名称 食育イベント参加数 単位 人
活

内容説明 食育フェア、Health&Beautyフェア参加者数動

課　題 指 5年度 6年度 (当該年度) 7年度

食育推進計画に基づき、庁内・地域・企業等食育関係者 標 予　定 800 1,000 1,000指標値
との連携を強化し、食育の大切さを普及啓発する必要が 3

実　績 1,777 1,922 －－－あります。

食育の担い手である食生活改善推進員をより多く養成し 名称 大和市食生活改善推進員の人数 単位 人
、地域のボランティアとして活動する人数を増やす必要 活

内容説明 大和市食生活改善推進協議会の会員数性があります。 動

健康格差の縮小のため、健康無関心層へのアプローチが 指 5年度 6年度 (当該年度) 7年度

必要です。 標 予　定 85 83 72指標値
若い世代への普及啓発活動を強化し、健康課題を改善す 4

実　績 83 72 －－－る必要があります。

４.今後の方針等
4年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 5年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 6年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

・第3次大和市食育推進計画をもとに総合的かつ計画的に食育を推進します。

・食生活改善推進員養成講座について、運営方法を見直しながら丁寧にフォローを行うことで修了者を増や

　し、ボランティアとして活動する人材を増やします。
今後の方針等

・健康的な食環境整備を進めるため、「やまと食の応援団」との連携内容を充実させます。

・若い世代の健康課題改善に向け、食に関する正しい知識の普及啓発を図るための取組を拡充します。

令和６年度　事務事業評価表
9276

一般会計

事務事業名 食育推進事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

健幸・スポーツ部 健康づくり推進課 地域栄養ケア推進係 青木　正人

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・いつまでも元気でいられるまち

総合計画体系 個別目標 健康寿命を延伸する

めざす成果 一人ひとりが健康づくりに取り組み元気で暮らしている

食育基本法

根拠法令 名　称 健康増進法

地域保健法

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成14年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市民 5年度（決算額） 6年度（決算額） 7年度（予算額）
事業費 3,128 1,344 1,353

人件費 16,964 22,726 20,804

目　的 総事業費 20,092 24,070 22,157

食育に関する施策を実施することで、市民の心身の健康 7年度事業費（予算額）財源内訳
増進や生活の質の向上を図ります。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・関係団体等と連携し食育イベント等（フェアや講座 その他 0

　など）を開催し、食育を推進します。 一般財源 1,353

・食に関する正しい知識の普及啓発を行います。 合　計 1,353

・食生活改善推進員(ヘルスメイト）の養成講座を開催 ３.活動内容
  します。また、食生活改善推進協議会の地域での活動 名称 養成講座開催数 単位 回
　を支援します。 活

内容説明 食生活改善推進員養成講座開催回数とその補講回数・市内飲食店事業者等と連携し、健康的な食環境づくり 動

　の支援を行います。 指 5年度 6年度 (当該年度) 7年度

・若い世代の健康課題改善に向けた取組を行います。 標 予　定 8 8 5指標値
1

実　績 8 8 －－－



度 5年度 6年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
食育基本法に基づき事業を実施しています。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

4年度 5年度 6年度 Ａ：十分に成果を上げている。

事務事業の成果 イベント企画において、内容を工夫したことにより、開催日数を減らしても参加者数

は伸びました。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

4年度 5年度 6年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
最小限の予算と人工で実施しています。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

4年度 5年度 6年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
受益・負担が適正になるよう努めています。

Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減、

ＳＤＧｓの達成に向けた取り組み５点について十分に行ったか。

4年度 5年度 6年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
ホームページの充実や、駅及び飲食店でのパンフレット配布、イベントでのアンケー

トの実施など、社会的配慮を行いました。
Ａ Ａ Ａ

５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

4年



、生活習慣病予防や介護予防の取り組みが実 活
内容説明 健康普及員が11地区で行う健康講座の参加者数践されます。 動

その結果、健康寿命を延伸し、長期的には社会保障費の 指 5年度 6年度 (当該年度) 7年度

削減につながります。 標 予　定 1,500 700 700指標値
2

実　績 1,275 1,409 －－－

名称 地域事業への参加回数 単位 回
活

内容説明 市民まつり、ふれあい広場等の健康づくり普及・啓発の回数動

課　題 指 5年度 6年度 (当該年度) 7年度

健康普及員は、任期2年として自治会推薦で72名の選出 標 予　定 55 25 25指標値
を依頼していますが、担い手が不足し、欠員が生じてい 3

実　績 16 17 －－－る地区があります。健康普及員がやりがいを持ち、地域

に根づいた活動ができるよう、市民や自治会等に健康普 名称 地域事業への参加者数 単位 人
及員の必要性を周知するなど、地域の関係団体との調整 活

内容説明 市民まつり、ふれあい広場等の健康づくり普及・啓発の人数や支援が必要です。 動

指 5年度 6年度 (当該年度) 7年度

標 予　定 5,000 2,000 2,000指標値
4

実　績 2,669 4,407 －－－

４.今後の方針等
4年度 Ⅰ：現状のまま継続 5年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 6年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

今後も健康普及員及び健康普及員連絡協議会が自主的かつ円滑に事業展開ができるよう支援していきます。

自治連理事会や自治会長、関係団体、市民等へ、様々な機会を通じて健康普及員の役割や活動内容を周知し

、より一層地域に根付いた活動ができるよう支援していきます。
今後の方針等

令和６年度　事務事業評価表
9277

一般会計

事務事業名 健康づくり普及啓発事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

健幸・スポーツ部 健康づくり推進課 地域保健活動係 青木　正人

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・いつまでも元気でいられるまち

総合計画体系 個別目標 健康寿命を延伸する

めざす成果 一人ひとりが健康づくりに取り組み元気で暮らしている

健康増進法

根拠法令 名　称 地域保健法

当該事業の法令等による義務付けの有無 一部有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和58年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市民 5年度（決算額） 6年度（決算額） 7年度（予算額）
事業費 1,805 1,862 1,833

人件費 18,024 15,380 19,225

目　的 総事業費 19,829 17,242 21,058

地域で健康づくりのリーダーとして活動する健康普及員 7年度事業費（予算額）財源内訳
を支援し健康づくりを推進します。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営・委託 】 市債 0

・健康普及員連絡協議会において、市域全体や地区ごと その他 0

　の活動の検討を行い、ウォーキングや健康測定会の 一般財源 1,833

　開催、健康普及員だよりの発行等の健康普及活動を　 合　計 1,833

　行います。 ３.活動内容
・市民まつりや食育フェア等のイベントに参加し、 名称 健康普及員地区活動 単位 回
　効果的に普及啓発活動を行います。 活

内容説明 健康普及員が11地区で行う健康講座の開催回数　　 動

指 5年度 6年度 (当該年度) 7年度

標 予　定 50 35 35指標値
1

実　績 51 49 －－－成　果（効果･予測）

地域で健康づくり事業を展開することで、市民の健康意 名称 講座参加者数 単位 人
識が向上し



度 5年度 6年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
市民の健康づくりを推進するため、地域ぐるみでの健康づくりを担う健康普及員の育

成・支援をしています。他の団体との連絡調整や、市と協働して地域に根付いた活動
Ａ Ａ Ａ

を展開するためにも市が関与する必要があります。

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

4年度 5年度 6年度 Ｂ：成果を上げる余地が一部ある。

事務事業の成果 地区活動や全体の協議会活動にあたっては、効果的で多くの人が参加できるような内

容や周知方法を検討し、実施していく必要があります。また、健康普及員のなり手が
Ｂ Ｂ Ｂ

不足する中で、健康普及員がやりがいをもって活動できるような活動支援や、地域へ

の関係団体との連携など、なり手の確保に向けた工夫が必要です。

評価結果 事業費、人件費は適正か。

4年度 5年度 6年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
健康普及員活動が円滑に行われるための最低限の経費に努めており、適正な水準です

。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

4年度 5年度 6年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
健康普及員活動は、多くの市民が健康づくりに取り組めるよう、利用料などの負担を

設けてはいません。一部活動内容によっては、材料費などの実費相当分を参加者の自
Ａ Ａ Ａ

己負担としています。

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減、

ＳＤＧｓの達成に向けた取り組み５点について十分に行ったか。

4年度 5年

５

度 6年度 Ａ：社会的配

.
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。
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結
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果
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結
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4年



40 9,370 －－－成　果（効果･予測）

・市民の健康不安の解消が図られます。 名称 健康相談者数 単位 人
・また個別訪問や個別相談を通して、個々の健康状態に 活

内容説明 電話相談、窓口での来所相談、教室開催時の健康相談　応じた保健指導を行うことで、生活習慣の改善や合併 動

　症の発症予防につながります。 指 5年度 6年度 (当該年度) 7年度

・健康教育により、健康に関する知識の普及と市民の健 標 予　定 5,000 5,000 5,000指標値
　康意識の向上が図られます。 2

実　績 3,040 2,750 －－－

名称 訪問指導件数 単位 件
活

内容説明 訪問指導を行った延件数動

課　題 指 5年度 6年度 (当該年度) 7年度

・対象者の生活習慣の改善が効果的に行えるよう、保  標 予　定 1,800 1,800 1,800指標値
  健指導に関する質の向上を図る必要があります。 3

実　績 686 599 －－－・市民自らが健康づくり、介護予防に取り組み、継続し

　ていくために、医療機関をはじめ、関係機関との連携 名称 ２４時間健康相談入電件数 単位 件
　や環境整備に努める必要があります。 活

内容説明 入電件数動

指 5年度 6年度 (当該年度) 7年度

標 予　定 16,000 23,000 23,000指標値
4

実　績 21,471 22,941 －－－

４.今後の方針等
4年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 5年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 6年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

国保データベース等を活用し、個々の健康状態に応じた生活習慣病予防の保健指導・健康教育を行います。

また、高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施の取り組みとあわせて、効果的・効率的に展開していき

ます。
今後の方針等

糖尿病重症化予防を重点とした生活習慣病対策について、専門医と連携し、引き続き保健指導の質の向上を

図ります。

令和６年度　事務事業評価表
9293

一般会計

事務事業名 健康相談･教育事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

健幸・スポーツ部 健康づくり推進課 地域保健活動係 青木　正人

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・いつまでも元気でいられるまち

総合計画体系 個別目標 健康寿命を延伸する

めざす成果 一人ひとりが健康づくりに取り組み元気で暮らしている

健康増進法

根拠法令 名　称 地域保健法

高齢者の医療の確保に関する法律

当該事業の法令等による義務付けの有無 一部有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和58年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市民 5年度（決算額） 6年度（決算額） 7年度（予算額）
事業費 31,909 32,802 35,122

人件費 64,984 74,249 76,327

目　的 総事業費 96,893 107,051 111,449

保健師や管理栄養士等による相談・教育・保健指導を実 7年度事業費（予算額）財源内訳
施することにより、生活習慣病予防等を目指します。 国支出金 0

県支出金 1,074

手段、手法【実施手法：直営・委託 】 市債 0

・生活習慣病予防・重症化予防、フレイル予防等を目的 その他 25,171

　に、個別に保健指導、相談、健康教育を行います。 一般財源 8,877

・２４時間健康相談を委託で実施します。 合　計 35,122

・健康度見える化コーナー等で、健康相談・健康教育を ３.活動内容
　を実施します。 名称 健康教育参加人数 単位 人
・高齢者の保健事業と介護予防を一体的に実施します。 活

内容説明 市民や地域の団体から依頼があり、開催した健康講座など動

指 5年度 6年度 (当該年度) 7年度

標 予　定 13,000 13,000 13,000指標値
1

実　績 6,8



度 5年度 6年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
生活習慣病の重症化予防や介護予防の取り組みは、市民の健康増進だけでなく、医療

給付費や介護給付費などの社会保障費の削減につながることから、市が関与する必要
Ａ Ａ Ａ

性が高いといえます。

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

4年度 5年度 6年度 Ｂ：成果を上げる余地が一部ある。

事務事業の成果 生活習慣病の重症化予防の個別指導について、一部訪問を再開しましたが、電話相談

が中心となったため、訪問指導の実績が低調となりました。今後も実施方法を工夫し
Ｂ Ｂ Ｂ

たうえで、成果をあげられるよう努めていきます。

評価結果 事業費、人件費は適正か。

4年度 5年度 6年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
会計年度職員の専門職を雇用するなど、必要最低限の費用を見込み、適正化に努めて

います。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

4年度 5年度 6年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
市民の生活及び個人の健康状態に応じた健康づくりに取り組むことを目的としている

ことから、市民への負担は求めていません。
Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減、

ＳＤＧｓの達成に向けた取り組み５点について十分に行ったか。

4年度 5年度 6年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
活動内容の案内、広報、ポスター、通知文書等、あらゆる方法により、市民参加を促

すとともに、ユニバーサルデザインに配慮

５

した情報提供を行いま

.

した。
Ａ Ａ Ａ

評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

4年



ティア活動にポイントを付与す 動

　る介護予防ポイント事業を行います。 指 5年度 6年度 (当該年度) 7年度

・健康遊具を活用した「健康寿命をのばそう！まるご　 標 予　定 120 120 120指標値
　と」講座等を実施します。 1

実　績 109 103 －－－成　果（効果･予測）

介護予防の普及啓発やボランティア育成等により、高齢 名称 介護予防サポーター講座・受講者実人数 単位 人
の方の生きがい創出や健康増進を図ることで、健康寿命 活

内容説明 地域包括支援センターで開催する講座の受講者実人数を延伸し、長期的には社会保障費の抑制につなげること 動

が期待できます。 指 5年度 6年度 (当該年度) 7年度

標 予　定 120 120 150指標値
2

実　績 102 150 －－－

名称 ひまわりサロンの利用者数 単位 人
活

内容説明 ひまわりサロンの延べ利用者数動

課　題 指 5年度 6年度 (当該年度) 7年度

・ふれあいネットワーク事業では、ボランティアの確 標 予　定 12,000 7,000 7,000指標値
　保・育成等の課題を解決するため、ひまわりサロンと 3

実　績 6,635 7,248 －－－　の連携を強化する必要があります。

・介護予防サポーター養成事業では、介護予防サポータ 名称 健康遊具を活用したセミナー開催回数 単位 回
　ーを引き続き養成するとともに、講座修了者に対し、 活

内容説明 健康遊具体験会、ﾌﾟﾁﾄﾚｾﾐﾅｰ、地域包括支援センター自主事業　地域で自主活動を行えるように支援を強化する必要が 動

　あります。 指 5年度 6年度 (当該年度) 7年度

・介護予防ポイント事業では、施設と連携を図り登録者 標 予　定 45 45 45指標値
　の活動再開や、新規登録者、新規登録施設の参加を促 4

実　績 52 54 －－－　すために引き続き周知活動に努める必要があります。

４.今後の方針等
4年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 5年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 6年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

・健康遊具を活用した「健康寿命を伸ばそう！まるごと講座」や介護予防セミナー等を開催し、引き続き介

　護予防の普及啓発に努めます。

・介護予防サポーター養成事業では、交流会を実施しサポーター同士の交流促進を図ります。
今後の方針等

・ひまわりサロンについて地域のミニサロンとの連携やボランティアの育成を推進し、住民主体の通いの場

　が充実するよう支援します。

令和６年度　事務事業評価表
12805

特別会計

事務事業名 一般介護予防事業（健康づくり関連）

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

健幸・スポーツ部 健康づくり推進課 健康施策推進係 青木　正人

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・いつまでも元気でいられるまち

総合計画体系 個別目標 健康寿命を延伸する

めざす成果 一人ひとりが健康づくりに取り組み元気で暮らしている

介護保険法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 一部有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成18年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

６５歳以上の市民 5年度（決算額） 6年度（決算額） 7年度（予算額）
事業費 36,685 87,077 65,966

人件費 45,126 55,368 56,906

目　的 総事業費 81,811 142,445 122,872

介護予防の普及啓発、在宅の高齢の方への見守り体制の 7年度事業費（予算額）財源内訳
整備等により、高齢の方が住み慣れた地域で安心してい 国支出金 14,760

きいきと暮らせる地域を構築します。 県支出金 8,246

手段、手法【実施手法：直営・委託 】 市債 0

・介護予防普及啓発のためのセミナーを開催します。 その他 17,814

・介護予防サポーター講座を市内の各地域包括支援セン 一般財源 25,146

　ターで実施し、介護予防の推進を図ります。 合　計 65,966

・ふれあいネットワーク事業において、住民主体の通い ３.活動内容
　の場であるひまわりサロンの運営支援や介護予防活動 名称 介護予防セミナー等開催回数 単位 回
　を行うボランティアの育成、活動支援を行います。 活

内容説明 直営型及び委託型介護予防セミナー等の開催回数・介護施設等でのボラン



度 5年度 6年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
介護予防の普及啓発は地域全体の課題であり、積極的に関与する必要があります。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

4年度 5年度 6年度 Ａ：十分に成果を上げている。

事務事業の成果 介護予防サポーターの増加やふれあいネットワーク事業の充実、健康遊具を活用した

講座の開催等、十分な成果を上げていると考えます。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

4年度 5年度 6年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
地域包括支援センターや社会福祉協議会の専門性やノウハウを活用するため、事業委

託を行っており、適正な水準を保っています。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

4年度 5年度 6年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
原則すべての６５歳以上の方への事業であり、受益と負担については適正な水準とな

っています。
Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減、

ＳＤＧｓの達成に向けた取り組み５点について十分に行ったか。

4年度 5年度 6年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
広報やまとへの掲載や民生委員児童委員等を通じて直接的に地域への周知を行う等、

社会的配慮を十分に行っています。
Ａ Ａ Ａ

５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

4年



果･予測）

メタボリックシンドロームの該当者及び予備群を減らし 名称 実施率（特定保健指導実施者／特定保健指導該当者） 単位 %
、生活習慣病予防が図れます。 活

内容説明 特定保健指導の訪問及び面接等を実施した人数の割合動

指 5年度 6年度 (当該年度) 7年度

標 予　定 25 26 28指標値
2

実　績 24.5 23.9 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 5年度 6年度 (当該年度) 7年度

特定保健指導実施率増加のために、教室のPR活動、参加 標 予　定指標値
勧誘を強化するとともに、教室の内容の充実に努める必 3

実　績 －－－要があります。40～50代の利用率を向上出来るような工

夫が必要です。 名称 単位
令和6年度より、第4期特定健診・特定保健指導でアウト 活

内容説明カム評価が導入されたため、さらに成果につながる保健 動

指導を行う必要があります。 指 5年度 6年度 (当該年度) 7年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
4年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 5年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 6年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

対象者へのPR方法を見直し、未利用者への利用勧奨、web会議システムを使用した面談の充実を行い、利用

人数のさらなる増加に努めます。

今後の方針等

令和６年度　事務事業評価表
26480

特別会計

事務事業名 特定保健指導事業（市保健師等分）

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

健幸・スポーツ部 健康づくり推進課 地域栄養ケア推進係 青木　正人

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・いつまでも元気でいられるまち

総合計画体系 個別目標 健康寿命を延伸する

めざす成果 一人ひとりが健康づくりに取り組み元気で暮らしている

高齢者の医療の確保に関する法律

根拠法令 名　称 健康増進法

国民健康保険法

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成21年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

40歳から74歳までの国民健康保険被保険者で、特定健康 5年度（決算額） 6年度（決算額） 7年度（予算額）
診査等の結果から、メタボリックシンドローム及び予備 事業費 1,013 1,002 1,306

群と判定された者。 人件費 14,093 12,075 12,459

目　的 総事業費 15,106 13,077 13,765

メタボリックシンドローム該当者及び予備群を減らしま 7年度事業費（予算額）財源内訳
す。 国支出金 0

県支出金 445

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・地域医療センター、生涯学習センター等で、保健師・ その他 0

　管理栄養士・健康運動指導士による教室を実施しま 一般財源 861

　す。 合　計 1,306

・教室に参加できない対象者の一部については、 ３.活動内容
　保健師・管理栄養士による個別訪問や窓口相談を実施 名称 実施人数 単位 人
　します。 活

内容説明 特定保健指導の訪問及び面接等を実施した人数動

指 5年度 6年度 (当該年度) 7年度

標 予　定 499 264 296指標値
1

実　績 221 209 －－－成　果（効



度 5年度 6年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
法令があり市が関与する必要があります。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

4年度 5年度 6年度 Ｂ：成果を上げる余地が一部ある。

事務事業の成果 web会議システムを使用した面談の推進や集団教室の周知方法の見直し等、効率的に

運営出来るように努めます。
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

4年度 5年度 6年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
必要最低限の費用を見込み、適正化に努めています。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

4年度 5年度 6年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
特定保健指導該当者はどなたでも相談可能であり、受益の公平性は適切であると考え

ます。
Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減、

ＳＤＧｓの達成に向けた取り組み５点について十分に行ったか。

4年度 5年度 6年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
郵送での通知や電話での勧誘の他、電子申請を取り入れるなど、社会的配慮を行いま

した。
Ａ Ａ Ａ

５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

4年



組んでいる市民の増加が 活
内容説明 応募されたヤマトン健康ポイントカードの総数期待できます。 動

指 5年度 6年度 (当該年度) 7年度

標 予　定 14,000 16,500 16,500指標値
2

実　績 13,356 13,903 －－－

名称 ヤマトン健康ポイント協力認定団体数 単位 団体
活

内容説明 ヤマトン健康ポイント協力認定団体として登録した団体の数動

課　題 指 5年度 6年度 (当該年度) 7年度

多くの市民が参加しやすく、継続して取り組めるよう、 標 予　定 90 100 110指標値
事業開始以降、様々な見直しを図ってきましたが、今後 3

実　績 91 105 －－－も引き続き、参加者のニーズ把握に努め、必要に応じて

事業の見直しをしていく必要があります。 名称 ヤマトン健康ポイントカードの応募人数 単位 人
活

内容説明 ヤマトン健康ポイントカードを応募した市民の実人数動

指 5年度 6年度 (当該年度) 7年度

標 予　定 2,500 2,900 2,900指標値
4

実　績 2,415 2,442 －－－

４.今後の方針等
4年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 5年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 6年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

新たな参加者を取り込み、かつ既に参加している市民が継続しやすいよう、電子化等の検討も含め、さらな

る環境の整備に努めます。

今後の方針等

令和６年度　事務事業評価表
40043

一般会計

事務事業名 大和市健康ポイント事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

健幸・スポーツ部 健康づくり推進課 健康施策推進係 青木　正人

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・いつまでも元気でいられるまち

総合計画体系 個別目標 健康寿命を延伸する

めざす成果 一人ひとりが健康づくりに取り組み元気で暮らしている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成28年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

20歳以上の市民 5年度（決算額） 6年度（決算額） 7年度（予算額）
事業費 5,310 5,491 4,184

人件費 9,763 10,382 9,613

目　的 総事業費 15,073 15,873 13,797

自主的な健康づくりに取り組むためのきっかけをつくる 7年度事業費（予算額）財源内訳
とともに、習慣化されるよう支援します。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

特定健診や各種がん検診、健康に関する教室、イベント その他 487

など、市が指定する健康づくりに係るプログラムへの参 一般財源 3,697

加に対してポイントを付与し、一定数のポイントに到達 合　計 4,184

した応募者の中から抽選で景品を交付します。 ３.活動内容

名称 ポイント対象事業数 単位 事業
活

内容説明 ヤマトン健康ポイントが付与されるイベント、教室等の数動

指 5年度 6年度 (当該年度) 7年度

標 予　定 350 410 420指標値
1

実　績 401 410 －－－成　果（効果･予測）

健康づくりに取り組むきっかけづくり及び習慣化支援を 名称 ヤマトン健康ポイントカードの応募枚数 単位 枚
行うことで、健康づくりに取り



度 5年度 6年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
多くの市民が健康づくりに取り組むことを推進するため、そのきっかけを提供し、習

慣化を促すことに関して、市が関与する必要性は高いと考えます。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

4年度 5年度 6年度 Ａ：十分に成果を上げている。

事務事業の成果 協力認定団体の増加や対象事業の拡大等、市民が気軽に健康づくりに取り組むことの

できる環境を整備した結果、年間の応募枚数、応募人数ともに過去最多となりました
Ｂ Ｂ Ａ

。

評価結果 事業費、人件費は適正か。

4年度 5年度 6年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
現在の手段・手法を維持していくために必要最低限の事業費及び人件費で行っていま

す。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

4年度 5年度 6年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
健康づくりのきっかけや習慣化支援の促進のための事業であるため、市民への負担を

求めていません。
Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減、

ＳＤＧｓの達成に向けた取り組み５点について十分に行ったか。

4年度 5年度 6年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
広報やまと、ホームページ、市内17か所に設置している応募ボックスを活用した情報

提供や参加者を対象としたアンケートの実施など、社会的配慮を行いました。
Ａ Ａ Ａ

５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

4年



に取り組む市民の増加が期待できます。 動

指 5年度 6年度 (当該年度) 7年度

標 予　定 10 10 10指標値
2

実　績 9 9 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 5年度 6年度 (当該年度) 7年度

より多くの市民が参加し、取り組んでいけるよう、歩く 標 予　定指標値
ことによる健康づくりの一層の普及啓発を図ります。 3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 5年度 6年度 (当該年度) 7年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
4年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 5年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 6年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

やまとウォーキンピックの開催を通じて、多くの市民に歩くことによる健康づくりの普及啓発を図ります。

また、歩行姿勢測定システムを活用したセミナーの開催方法を工夫し、ただ歩くから質の高い歩行への向上

を目指します。
今後の方針等

令和６年度　事務事業評価表
40791

一般会計

事務事業名 歩く健康づくり事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

健幸・スポーツ部 健康づくり推進課 健康施策推進係 青木　正人

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・いつまでも元気でいられるまち

総合計画体系 個別目標 健康寿命を延伸する

めざす成果 一人ひとりが健康づくりに取り組み元気で暮らしている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成29年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市民 5年度（決算額） 6年度（決算額） 7年度（予算額）
事業費 5,111 701 1,146

人件費 9,012 7,306 6,537

目　的 総事業費 14,123 8,007 7,683

歩くことによる健康づくりにより、市民の健康増進及び 7年度事業費（予算額）財源内訳
介護予防等の推進を図ります。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・市民に歩くことを意識付けし、歩くことの効用につい その他 87

　て、普及啓発を図ります。 一般財源 1,059

・歩くことによる健康づくりの普及定着を図るため、イ 合　計 1,146

　ベントを開催します。 ３.活動内容

名称 やまとウォーキンピック参加者数 単位 人
活

内容説明 やまとウォーキンピックに参加した人数動

指 5年度 6年度 (当該年度) 7年度

標 予　定 3,600 4,000 1,500指標値
1

実　績 3,663 1,570 －－－成　果（効果･予測）

日常生活に根付いていて、身近で気軽に行える歩くこと 名称 普及啓発のためのイベント回数 単位 回
による健康づくりを普及啓発していくことで、主体的に 活

内容説明 歩く健康づくりに係るイベントの回数健康づくり



度 5年度 6年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
市民が日常生活の中で気軽に取り組めて、介護予防の効果が見込まれる歩く健康づく

りについて、市が普及啓発を行い、市民の健康増進につなげていくことは必要と考え
Ａ Ａ Ａ

ています。

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

4年度 5年度 6年度 Ｂ：成果を上げる余地が一部ある。

事務事業の成果 現在のイベントの企画等を見直し、新規参加者を増やすとともに、歩行姿勢測定を使

用した健康づくりの普及啓発していく方法を検討する必要があります。
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

4年度 5年度 6年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
現在の手段・手法を維持してくために必要最小限の事業費及び人件費で行っています

。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

4年度 5年度 6年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
市民に身近な健康づくりを促進するための事業費であり、市民の負担を求めていませ

ん。
Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減、

ＳＤＧｓの達成に向けた取り組み５点について十分に行ったか。

4年度 5年度 6年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
広報やまと、ポスター、ホームページ、通知文書等を活用した情報提供を行い周知を

図るほか、電子申請による参加申込を取り入れるなど、社会的配慮を行いました。
Ａ Ａ Ａ

５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

4年


